
道志村創業支援事業補助金交付要綱 

 

（目的） 

第１条 この要綱は、道志村内での創業を支援し村の産業の活性化および雇用

の創出を図ることを目的として、道志村内で新たな創業に要する経費および

新たに創業する者を支援する経費に対して予算の範囲内において補助金を交

付することについて、道志村補助金等交付規則（平成１７年３月３１日規則

第１９号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、必要な事項を定める

ものとする。 

（補助対象者） 

第２条 補助金の交付を受けることができる者は、次に掲げるすべての要件に

該当する者とする。ただし、新たに創業する者を支援する者については、次

の（５）から（８）の要件を満たす者とする。 

 （１） 村内に事業所等を設け創業する個人又は法人 

 （２） 村内に住所を有する者又は第１０条に規定する補助金の実績報告を

提出する日の前日までに村内に住所を有する者 

（３） 商工会その他の支援機関等が実施する経営指導等を受講していること。 

（４） 計画性があるもので、継続発展する見込みのある事業を起業する者 

 （５） 税金を滞納していないこと。 

 （６） 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第

７７号）第２条第２項に規定する暴力団員に関係する者でないこと。 

 （７） 政治資金規正法（昭和２３年法律第１９４号）第３条に規定する政

治団体に関係する者でないこと。 

 （８） 宗教法人法（昭和２６年法律第１２６号）第２条に規定する宗教団

体に関係する者でないこと。 

（補助対象事業） 

第３条 補助金の交付の対象となる事業は、次の各号のすべてに該当するもの

とする。 

（１） 別表１に掲げるいずれかの事業とする。 

（２） 創業にあっては、村内に主たる事務所を置き、新規に事業を開始する

ものであること。 

（３） 地域の風紀を著しく害する事業でないこと。 

（補助対象経費） 

第４条 補助金の対象となる経費は、別表１に定める経費とする。 

（補助金の額） 

第５条 補助金の額は、別表１に定める額とする。 



２ 補助金の額に１，０００円未満の端数が生じたときは、その端数を切り捨

てるものとする。 

（補助事業の実施期間） 

第６条 補助金の事業期間は、交付決定日以降、当該日の属する年度の末日ま

でとする。 

（補助金の交付申請） 

第７条 補助金の交付を受けようとする者は、あらかじめ道志村商工会の指導

を受け、適当と認められた場合に、規則第４条に定める補助金交付申請書に

次に掲げる書類を添付して村長に提出しなければならない。 

 （１） 道志村創業支援事業計画書（様式第１号） 

 （２） 税の滞納がない証明書 

（認定審査） 

第８条 村長は、前条の申請書を受理したときは、その内容を審査し、補助金

を交付すべきと認めた時は、規則第７条に定める補助金交付決定通知書によ

り申請者に通知するものとする。 

（計画変更の承認） 

第９条 補助金の交付の決定を受けた者（以下「補助事業者」という。）は、補

助事業等の内容を変更しようとするときは、速やかに規則第９条に定める計

画変更承認申請書及び関係書類を村長に提出し、承認を受けなければならな

い。 

（実績報告） 

第１０条 補助事業者は、事業が完了したときは、その日から起算して３０日

を経過した日又は３月２０日のいずれか早い日までに、規則第１３条に定め

る実績報告書に事業の種類に応じ別表２に定める書類を添えて村長に報告し

なければならない。 

（交付の確定） 

第１１条 村長は、前条の規定による報告があったときは、その内容を審査し

た上で交付すべき補助金の額を確定し、規則第１４条に定める補助金等確定

通知書により通知しなければならない。 

（請求及び交付） 

第１２条 補助事業者は、前条の規定により補助金額の確定通知を受けたとき

は、速やかに規則第１５条で定める補助金等請求書を村長に提出するものと

する。 

２ 村長は、補助事業者から前項の請求があったときは、速やかに補助金を支

払うものとする。 

（財産の処分及び管理） 



第１３条 補助事業者は、補助事業の完了した日の属する会計年度の終了後５

年を経過する以前に補助事業により取得した財産を処分しようとするときは、

あらかじめ道志村創業支援事業補助金財産処分承認申請書（様式第２号）を

村長に提出し、その承認を受けなければならない。 

（帳簿及び関係書類の整理保管） 

第１４条 補助事業者は、収支に関する帳簿を備え、領収書等関係書類を整理

するとともに、これらの帳簿及び書類を、補助事業が完了した年度の翌年度

から起算して５年間保管しなければならない。 

（事務所の移転） 

第１５条 補助金の交付を受けた補助事業者が、補助事業完了後５年未満で事

務所を村外へ移転する場合には、補助金を全額返済しなければならない。 

（その他） 

第１６条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、村長が別に定める。 

   附 則 

 この要綱は、平成２７年８月１日から施行する。 

 

 


